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Ⅰ  平成 29年度事業報告  

 

１．法人 の 現 況 に 関 す る 事 項  

武蔵野市 開 発 公 社 は 、公 益 法 人制度 改 革による 一般財 団 法人への 移行か

ら５年が 経過 し ま し た 。  

この間、運 営面 で は 、28年 度に最大 の経営資 源であ る コピス吉 祥寺 の 全

館規模の リ ニ ュ ー ア ルを 行 い、街に 根 付き地域 と結び 付 くような 滞留型の

コミュニ ティ 空 間 をコ ン セ プ トに 開 業しまし た。リニ ュ ーアルに 併せて 街

の魅力や 価値 を 高 め る た め、新たな 試 みや演出 により 吉 祥寺の核 となる中

心街区で の 大 胆 な 環 境 改 善 に 取り 組 みました 。  

法人移行 の 際 に 課 題 と さ れ ていた ま ちづくり（ 公益目 的）事業に ついて

は、将来の 吉 祥 寺 の ま ちの あ り方を 研 究する吉 祥寺ポ リ シーやセ ントラル

地区の建 物 更 新 の 検 討 を 始 め 、ＳＮ Ｓ のビッグ データ を 活用した イベント

評価によ る都 市 活 性 化 策 の 検 証、デ ッ キやマル シェな ど のまちの 賑い創出

による地 域活 性 化 の事 業、ま ちの中 心 地での 都 市緑化 の 推進によ る環境保

全などの 事 業 を 実 施 し 、着 実 に公益 目 的支出計 画を実 行 してまい りまし た。 

法人の経 営 面 で は 、一 般 財 団 法人へ の移行時 におい て は、過去の キーテ

ナ ン ト 撤 退 や 関 連 会 社 の 清 算 に 伴 う 債 務 継 承 な ど に よ る 多 額 の 負 債 を 抱

え、その利 払 い と 償 還 期 間 の 集中に よ り資金不 足に陥 る 状況にあ りまし た。

そこで、26年 度 末 に 市 中 銀 行 と市か ら の融資に よるリ フ ァイナン スを実施

し 、 利 息 の 低 減 と 償 還 期 間 の 平 準 化 に よ る 財 務 状 況 の 改 善 を 図 り ま し た 。

合わせて、三 菱 商 事 都 市 開 発 とのマ ス ターリー ス契約 の 見直しや 他ビルで

の賃料の 適正 化 に よ る 収 益 の 改善、受 益者負担 の適正 化 や支出の 見直しな

どのコス ト削 減 を 行 いま し た 。その 結果、当期 におい て事業収 益 14億 1500

万円、正味 財 産 の 経 常 増 8300万円と すること ができ ま した 。引き 続き財 務

基盤の安 定、経 営 の 健 全 化を 図り自 立 した法人 経営を 推 進してま いりま す。 

 

主要な財 務 指 標 及 び 公 益 目 的支出 の 推移  

                             （ 単 位  千 円 ）  

 25年 度  26年 度  27年 度  28年 度  29年 度  

事 業 収 益 1,294,9 09 1,3 10 ,4 70 1,3 43 ,9 13 1,3 42 ,9 45 1,4 15 ,5 71 

経 常 増 減 額 △ 114,594 △ 75,133 52, 48 7 42, 79 5 83, 25 9 

借 入 金 残 高 4,680,7 50 4,3 79 ,0 00 4,4 75 ,0 00 4,1 90 ,0 00 3,9 05 ,0 00 

流 動 比 率（ ％ ） 30.4% 48. 3% 60. 7% 100 .8 % 104 .1 % 

公 益 目 的 支 出 49,394 45, 69 3 65, 85 2 105 ,5 22 77, 27 6 

（注） 27年 度 に 市 よ り 設 備 投 資用 資 金として ８億円 の 借入  
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２． 業 務の 概 要  

 

（１ ） 都市 整 備 再 開 発 事 業 （ 定 款第 ４条 第 １項 第 １号 事業 ）  

 

①  吉祥 寺 ポ リ シ ー 事 業 と し て、吉 祥 寺以外で 活躍し て いる人と の「フ

ィールド ワ ー ク 」、類 似 の望 ましい 経 験が得ら れてい る 先駆的な 場所

への「 ア ナ ロ ガ ス ツ ア ー 」、吉 祥寺の 内外で活 躍して い る人に市 の職

員を交え た 、吉 祥 寺 が ど こに 向かっ て いるかを 考える「フ ューチャ ー

セッショ ン 」 を 実 施 し ま し た。  

 

②  吉 祥 寺 セ ン ト ラ ル 地 区 の 建 物 更 新 に 対 し て 関 心 の 高 い オ ー ナ ー が

多い街区 を モ デ ル ケ ー ス と して、建物 や地区の 更新に つ いてオー ナー

と意見交 換 を 行 い 、課 題 抽出 とその 解 決手法に ついて 勉 強会を開 催し

ました 。ま た 、別 エ リ ア の建 物オー ナ ーからの 建物更 新 に関する 相談

にも対 応 し ま し た 。  

 

③  ハ モ ニ カ 横 丁 に お け る 防 災 上 の 課 題 解 決 に 向 け た 研 究 を 行 い ま し

た。引 き 続 き 、関 係 機 関 と連 携し、防 災性の向 上に対 す る取り組 みを

進めてい き ま す 。  

 

④  吉祥 寺 東 部 地 区 街 づ く り 協議会 、ベ ルロード 維持管 理 協議会が それ

ぞ れ 行 っ て い る ま ち づ く り 活 動 や 吉 祥 寺 南 口 再 開 発 準 備 組 合 に 対 し 、

支援や助 言 を 行 い ま し た 。  

 

（２ ） 都市 緑 化 環 境 保 全 事 業 （ 定款 第４ 条 第１ 項 第２ 号事 業 ）  

 

①  公社 の 所 有 不 動 産を 活 用 した吉 祥 空園 sora、ドラ イ ミスト、マイボ

トル給 水 機 な ど の 環 境 配 慮 施設を 通 じて、商 業地域 にお ける環境 啓発

や環境 貢 献 に 取 り 組 み ま し た。  

マイ ボ ト ル 給

水機 給 水 量  

平 成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

5,891ℓ／年  4,065ℓ／年  6,434ℓ／年  

※ 平 成 29年 １ 月 12日 か ら ３ 月 31日 ま で 、 コ ピ ス リ ニ ュ ー ア ル に 伴 い 休 止  

 

②  エフ エ フ ビ ル を 中 心と し た都市 緑 化を一層 推進す る ため、ペニーレ

ーン通 り に新 た な 植 栽の 配 置を行 い ました。  
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③  市や ま ち 場 で 行 わ れ て い る環境 フ ェスタや マイボ ト ル・マ イカップ

キャンペ ー ン な ど の環 境 啓 発活動 に 参加しま した。  

 

（３ ） 住宅 関 連 事 業 （ 定 款 第 ４ 条第 １項 第 ３号 事 業）  

 

①  空室 、空 家 等 を 地 域 活 性 化の資 源 と捉え、活用に 向 けた具体 的な取

り組み 方 法 が わ か ら な い建 物所有 者 が多いこ とを踏 ま え、相談 窓口と

して受 付 け る た め の 環 境 整 備を行 い ました。  

 

②  市と 連 携 し 、マ イ ホ ー ム 借上げ 制 度を活用 するな ど 、市民の ライフ

スタイル に 応 じ た 住 み 替 支 援を行 い ました。  

ＪＴＩ制度による実績  H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 合計  

相談件 数  66 33 19 17 9 12 8 164件  

制度利 用 実 績 登 録  7 9 2 4 0 1 1 24件  

制度利 用 申 込 件 数  1 2 0 0 0 0 1 4件  

 

（４ ） 都市 活 性 化 地 域 振 興 事 業 （定 款第 ４ 条第 １ 項第 ４号 事 業）  

 

①  吉祥 寺 の ま ち の イ ベ ン ト が来街 者 へ与えて いる影 響 等につい て、ブ

ログや twitterな ど の SNSサービ スのデ ータを 分 析し、イベ ント実施 者

への報 告 を 行 い ま し た 。  

 

②  住 宅 資 源 活 用 事 業 と と も に 民 間 空 間 等 を 地 域 活 性 化 に つ な が る 場

としての 活 用 に 向 け た研 究 を行い ま した。  

 

③  公共 空 間 で の 賑 わ い を 創 出する 手 法につい て、全国エ リアマネ ジメ

ントネッ ト ワ ー ク 協 会 へ の 加入、それ ぞれの地 域で活 動 している 団体

へのヒア リ ン グ や 視 察 な ど による 情 報収集を 行いま し た。  

 

④  地域 の 活 性 化 を 図 る 目 的 で、地域振 興などに 関する 地 域に密着 した

地元組織 が 行 う ま ち づ く り 活動に 対 し助成金 を支出 し ました。  

 

平 成 27年 度  平成 28年度  平成 29年度  

15 件  13 件  16件  

9,910千 円  8,630千円  10,350千 円  
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⑤  チ ャ レ ン ジ マ ル シ ェ 事 業 を 通 じ て ハ モ ニ カ 横 丁 の 賑 わ い 創 出 に 寄

与しつつ 、 起 業 を 志 す 人 へ チャレ ン ジの場を 提供し 支 援しまし た。  

 稼働日数  

H28  
上 期  74 日  

132 日  
下 期  58 日  

H29  
上 期  67 日  

185 日  
下 期  118 日  

 

⑥  吉 祥 寺 中 心 部 の 賑 わ い 創 出 と し て 行 政 関 連 団 体 の 地 域 振 興 や 民 間

企業のサ ン プ リ ン グ 等 の PR活動の 場 として、エフエ フビ ルの吉祥 寺デ

ッキの 貸 し 出 し を 行 い ま し た。また 、老朽化や 貸し出 し 環境の向 上を

目的に、 デ ッ キ の 改 修を 実 施しま し た。  

 稼働日数  

H28  
上 期  110 日  

215 日  
下 期  105 日  

H29  
上 期  119 日  

206 日  
下 期  87 日  

 

（５ ）  調査 研 究 事 業 （ 定 款 第 ４ 条第 １ 項第 ５号 事 業）  

 

①  公社設 立 50周 年 事 業  

 平成 30年 ８ 月 に 迎 え る 公 社設立 50周年に向 け、吉 祥 寺のまち づく

りの歴 史 を 記 録 し た 記 念 写 真集の 編 集に取り 組み、 発 行に向け た準

備を進 め ま し た 。  

 

（６ ）  不動 産 管 理 運 営 事 業 （ 定 款第 ４ 条第 １項 第 ６号 事 業）  

 

①  Ｆ＆Ｆ ビ ル 管 理 運 営 業 務  

全館 規 模 の リ ニ ュ ー ア ルか ら１年 が 経過しま した 。新 たな顧客 の獲  

得などに よ り 順 調 な 成 果 は 出てい ま すが、客 単価の伸 び 悩みや店 舗間

の好不調 が 明 確 に 出 る な ど の課題 が 見られま す。引 き 続き、三 菱商事

都市開発 と 連 携 し た 業 績 向 上の取 り 組みを行 います。こ の数年に わた

り修繕計 画 に 基 づ き 各 種 の 設備更 新 を行い、今期の熱 源 設備更新 で一

定の区切 り と な り ま し た 。今後もビ ル の管理体 制や修 繕 計画の見 直し

などによ る 効 率 的 な ビ ル 経 営を行 っ ていきま す。  
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項   目  平成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

FFビ ル 賃 貸 料 収 入  958,234千 円  960,758千 円  1,012,781千 円  

駐 車 場 賃 貸 料 収 入  121,160千 円  128,540千 円  131,000千 円  

業 務 受 託 料 収 入  13,180千 円  10,540千 円  10,540千 円  

計  1,092,574千 円  1,099,838千 円  1,154,321千 円  

指     数  100 100.7 105.6 

床 稼 働 率  100.0％  99.8％  99.9％  

事  業  費   654,646千 円  610,024千 円  696,072千 円  

 

②  開発公 社 第 ２ 、 第 ３ 、 第 ４ ビル管 理 運営業務  

商業 ビ ル と し て 安 定 的 なビ ル経営 を 行うため 、協 力会 社と連携 して  

必要な設 備 投 資 や 、 空 室 リ スクの 低 減などに 取り組 み ました。  

項   目  平成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

第 ２ ビ ル 賃 貸 料 収 入  24,003千円  24,029千円  22,556千円  

第 ３ ビ ル 賃 貸 料 収 入  53,066千円  53,956千円  53,261千円  

第 ４ ビ ル 賃 貸 料 収 入    9,690千円    9,690千円    9,690千円  

計  86,759千円  87,675千円  85,507千円  

指     数  100 101.1 98.6 

床 稼 働 率  100％  100％  88.6％  

事  業  費   29,044千円  29,366千円  29,565千円  

 

③  スイン グ ビ ル 管 理 運 営 業 務  

今後 の ビ ル 経 営 に 必 要 な投 資の検 討 を行いま した。次 年度以降 、サ  

イ ン の 見 直 し 、 外 溝 の 改 善 な ど ビ ル の 価 値 向 上 の た め の 取 り 組 み や 、

必要な設 備 更 新 を 行 い 、 持 続可能 な ビル運営 を進め ま す。  

項   目  平成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

ｽｲﾝｸ ﾞ ﾋ ﾞ ﾙ賃 貸 料 収 入  156,631千円  137,116千円  157,157千円  

指     数  100 87.5 100.3 

床 稼 働 率  100％  98.3％  96.3％  

事  業  費  支  出  75,262千円  82,527千円  60,311千円  

 

④  吉祥寺 駅 前 共 同 ビ ル 管 理 運 営業務  

筆頭 株 主 と し て ビ ル の 経営 改善に 取 り組みま した。 管 理体制の 見  

直しによ る コ ス ト 削 減 や 、 適正な 契 約改定に よる収 益 向上を計 画的
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に進める た め の 執 行 体 制 を 構築し ま した。  

項   目  平成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

土 地 賃 貸 料 収 入  19,904千円  26,538千円  26,538千円  

指     数  100 133.3 133.3 

事  業  費  支  出  6,635千円  6,635千円  6,635千円  

 

（７ ）  管理 ・ 運 営 事 項  

 

①業務の 効 率 化  

経営 計 画 に 基 づ き 、ま ちづく り事業 の 更なる推 進や、組織 の持続可

能性を 見 据 え て 職 員 の 採 用 を実施 し ました。また、事務 の効率化 のた

め、ア ウ ト ソ ー ス し て い る 業務の 進 め方の改 善に取 り 組みまし た。  

 

②  公益目 的 支 出 計 画 実 施 報 告 書の提 出  

移行 後 ４ 回 目 の 公 益 目 的支 出計画 実 施報告書 を、理 事会 及び評議員

会の承 認 を 得 た の ち 、平 成 29年６ 月 28日に東京 都公益 認 定等委員 会へ

提出し ま し た 。 今 後 も 着 実 に公益 事 業を実施 してい き ます。  

 



　　（単位＝円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

532,762,110 681,547,433 △ 148,785,323

10,000,000 10,000,000 0

1,990,327,895 1,958,100,670 32,227,225

10,444,382,713 10,716,323,678 △ 271,940,965

12,444,710,608 12,684,424,348 △ 239,713,740

12,977,472,718 13,365,971,781 △ 388,499,063

511,419,581 676,311,959 △ 164,892,378

4,904,065,329 5,190,228,452 △ 286,163,123

5,415,484,910 5,866,540,411 △ 451,055,501

647,466,701 668,168,809 △ 20,702,108

(10,000,000) (10,000,000) (0)

(637,466,701) (658,168,809) （△ 20,702,108)

6,914,521,107 6,831,262,561 83,258,546

(1,279,531,155) (1,279,531,155) (0)

7,561,987,808 7,499,431,370 62,556,438

12,977,472,718 13,365,971,781 △ 388,499,063

流 動 負 債 合 計

負債及び正味財産合計

１．

２．

負 債 合 計

正 味 財 産 合 計

（うち特定資産への充当額）

指 定 正 味 財 産

２. 一 般 正 味 財 産

（うち基本財産への充当額）

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

固 定 負 債 合 計

（うち特定資産への充当額）

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計

そ の 他 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

(3)

資 産 合 計

固 定 資 産

基 本 財 産

２．

(1)

負 債 の 部

１．流 動 負 債

(2)

Ⅱ

特 定 資 産

平 成 29年 度 決 算 報 告 書

科　　　　　　　　　　目

資 産 の 部

流 動 資 産

 貸　　借　　対　　照　　表

平成30年3月31日現在

１．

Ⅰ
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当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　減

Ⅰ

１．

(1)

① 基 本 財 産 運 用 益 3,902 2,105 1,797

② 事 業 収 益 1,415,571,159 1,342,944,767 72,626,392

③ 補 助 金 等 収 益 20,942,108 21,227,108 △ 285,000

④ 負 担 金 収 益 45,722,752 21,003,135 24,719,617

⑤ 業 務 委 託 料 収 益 10,540,000 10,540,000 0

⑥ 雑 収 益 5,469,281 4,069,546 1,399,735

1,498,249,202 1,399,786,661 98,462,541

(2)

① 事 業 費 1,261,544,546 1,261,697,831 △ 153,285

② 管 理 費 90,505,723 94,122,989 △ 3,617,266

1,352,050,269 1,355,820,820 △ 3,770,551

146,198,933 43,965,841 102,233,092

２．

(1) 64,550,143 202,096,378 △ 137,546,235

(2) 127,490,530 203,267,316 △ 75,776,786

△ 62,940,387 △ 1,170,938 △ 61,769,449

83,258,546 42,794,903 40,463,643

6,831,262,561 6,788,467,658 42,794,903

6,914,521,107 6,831,262,561 83,258,546

Ⅱ

１． 3,902 2,105 1,797

２． △ 20,706,010 △ 20,704,213 △ 1,797

△ 20,702,108 △ 20,702,108 0

668,168,809 688,870,917 △ 20,702,108

647,466,701 668,168,809 △ 20,702,108

Ⅲ

7,561,987,808 7,499,431,370 62,556,438

 正　味　財　産　増　減　計　算　書

平成29年4月１日から平成30年3月31日まで

（単位＝円）

科　　　　　　　　　目

経 常 費 用

一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

経 常 増 減 の 部

経 常 収 益

経 常 収 益 計

経 常 外 増 減 の 部

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

経 常 外 収 益

経 常 外 費 用

経 常 費 用 計

当 期 経 常 増 減 額

正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

当 期 経 常 外 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

基 本 財 産 運 用 益

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
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1.

（1)

（2)

（3)

（4)

2.

当期増加額

3.

4. 担保に供している資産

5.
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

長期借入金3,905,000,000円の担保に供している。

 特 定 資 産

2,512,610,040

 基 本 財 産

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 　時価のないもの･･･移動平均法による原価法によっている。

引当金の計上基準

有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券

固定資産の減価償却方法

新・旧定率法によっている。　　　　　                 

 　ただし、建物については新・旧定額法によっている。　　　　　                 

10,000,000 0 0 10,000,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。         

（単位＝円）基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。   

当期末残高

554,509,370

 特 定 資 産

前期末残高

合 計

（単位＝円）

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

合 計

（うち指定正味財産
からの充当額）

(20,400,706)(658,168,809) (1,279,531,155)

(1,279,531,155) (20,400,706)

（うち一般正味財産
からの充当額）

 基 本 財 産 10,000,000 (10,000,000) (0) (0)

1,958,100,679

（うち負債に対応す
る額）

当期末残高科　　　目

240,000 20,942,108 647,466,701

240,000

0

当期増加額

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

554,509,370

重要な会計方針

0

当期減少額

基本財産及び特定資産の増減及びその残高

科　　　目

1,968,100,6702,522,610,040

1,958,100,6700

退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

固定資産のうち土地及び建物（帳簿価額：6,983,277,890円）は、短期借入金285,000,000円、

1,968,100,670 (668,168,809)

合     計 668,168,809

住替え支援事業補助金

基本財産出資金

耐震改修・外装ﾘﾆｭｰｱﾙ
工事補助金

ドライミスト設置工事補助
金

武蔵野市

武蔵野市

武蔵野市

武蔵野市

当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の記

載区分

0

10,000,000

655,652,079

2,516,730

補助金の名称等 交付者 前期末残高

0

0

240,000

0

20,288,983

413,125

0

10,000,000

635,363,096

2,103,605

－

指定正味財産

指定正味財産

指定正味財産
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6.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　減価償却費計上による振替

7. 重要な後発事象　　　該当なし

  　基本財産受取利息

 経常収益への振替

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

20,704,213

△ 2,105

20,702,108合              計

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳　

（単位＝円）

内　　   容 振  替  額
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予　　算　　額 決　　算　　額 差　　　額 備　　考

1

2,000 3,902 △1,902

1,421,128,000 1,415,571,159 5,556,841

525,000 240,000 285,000

28,937,000 45,722,752 △16,785,752

10,540,000 10,540,000 0

1,410,000 5,469,281 △4,059,281

1,462,542,000 1,477,547,094 △15,005,094

2

956,603,000 879,753,047 76,849,953

94,255,000 88,268,178 5,986,822

1,050,858,000 968,021,225 82,836,775

411,684,000 509,525,869 △97,841,869

1

103,597,000 80,887,891 22,709,109

15,752,000 15,752,600 △600

42,313,000 23,147,332 19,165,668

112,740,000 0 112,740,000

274,402,000 119,787,823 154,614,177

2

337,238,000 85,237,545 252,000,455

232,200,000 216,421,092 15,778,908

26,548,000 26,548,000 0

100,000 0 500,000

596,086,000 328,206,637 268,279,363

△ 321,684,000 △ 208,418,814 △ 113,265,186

敷金・保証金収入

(3)

投資活動支出計 (D)

投資活動収支差額(C)-(D)

投資活動収入計 (C)

特定資産取得支出

　投　　資　　活　　動　　支　　出

(1)

(2)

(4) 敷金・保証金支出

固定資産取得支出

(1) 事業費支出

特定資産取崩収入

(2) 管理費支出

事業活動支出計(B)

事業活動収支差額(A)-(B)

(4)

(2) 敷金・保証金戻り収入

Ⅱ 投　資　活　動 　収　支 　の　 部

　投　　資　　活　　動　　収　　入

(1) 負担金収入

収　支　決　算　書

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

（単位=円）

基本財産運用収入

Ⅰ 事  業　活　動 　収　支 　の　 部

　事　　業　　活　　動　　収　　入

(1)

科　　　　　　　　目

補助金等収入

事業活動収入計(A)

事業収入

雑収入

負担金収入

業務受託料収入

　事　　業　　活　　動　　支　　出

(4)

(6)

(2)

(3)

(5)

(3)

敷金・保証金返済支出
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予　　算　　額 決　　算　　額 差　　　額 備　　考

1

0 0 0

0 0 0

2

285,000,000 285,000,000 0

285,000,000 285,000,000 0

△ 285,000,000 △ 285,000,000 0

5,000,000 0 5,000,000

△200,000,000 16,107,055 △216,107,055

200,000,000 273,897,726 △73,897,726

0 290,004,781 △290,004,781

Ⅲ 財　務　活　動 　収　支 　の　 部

財務活動収入計 (E)

財務活動支出計 (F)

借入金収入

　財　　務　　活　　動　　収　　入

(1)

次期繰越収支差額 

財務活動収支差額(E)-(F)

Ⅳ 予　　備　　費　　支　　出

　財　　務　　活　　動　　支　　出

(1) 借入金返済支出

前 期 繰 越 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

（単位=円）

科　　　　　　　　目
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当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　減

Ⅰ

１． 83,258,546 42,794,903 40,463,643

2． 299,099,040 619,842,126 △ 320,743,086

382,357,586 662,637,029 △ 280,279,443

Ⅱ

１．

55,237,680 589,387,902 △ 534,150,222

2．

265,715,516 568,226,970 △ 302,511,454

△ 210,477,836 21,160,932 △ 231,638,768

Ⅲ

1．

0 0 0

2．

285,000,000 285,000,000 0

△ 285,000,000 △ 285,000,000 0

Ⅳ △ 113,120,250 398,797,961 △ 511,918,211

Ⅴ 612,690,038 213,892,077 398,797,961

Ⅵ 499,569,788 612,690,038 △ 113,120,250

資金の範囲 ： 資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めています。

財 務 活 動 支 出 計

財務活動によるキャッシュ・フロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

（注）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

財 務 活 動 支 出

投 資 活 動 収 入 計

投 資 活 動 支 出

事業活動によるキャッシュ・フロー

投 資 活 動 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 支 出 計

投資活動によるキャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 収 入

財 務 活 動 収 入 計

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー へ の 調 整 額

キ  ャ  ッ  シ  ュ  ・  フ  ロ  ー 　計  算  書

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

（単位:円）

科　　　　　　　　　目

事 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
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